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2011年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、世界同時不況に端を発した経済状況が深刻の度を増すなかで、雇用確保や福祉施策の充実など、自治体が果たす役割はますます重要となっています。また、公共サービス基本法制定をうけ、公共サービスの機能強化が求められています。

　政府は６月に「財政運営戦略」を決定し、中期財政フレームに基づき、一般歳出については2010年度を上回らないとしていますが、地域経済と雇用対策の活性化が緊急課題となるなかで、福祉・社会保障分野におけるセーフティネットの確立、農林水産業の振興、自然エネルギーの普及など、地域での雇用創出が期待できる政策分野の強化が求められており、同時に地方財政計画・地方交付税の充実・強化が必要となっています。

　こうした観点から、2011年度政府予算編成においては、直面する経済・雇用危機に自治体が安心して取り組めるよう、福祉、医療、環境など生活に直結する分野について、地方全体予算の拡大、重点配分がはかられるよう強く要請します。

　なお、以下３点を最重点項目とさせていただきますが、別紙の項目につきましてもあわせての要請とさせていただきます。

記

1.　経済・雇用危機に対応する地方財政の充実

　(１)　国税・地方税の減収が見込まれることから、地方財源不足に対する財源確保にむけて、地方交付税法定率の引き上げを行い、2010年度予算と同様、地方交付税総額を確保すること。また、政府の「財政運営戦略」の「中期財政フレーム」を理由として、法定分の地方交付税や住民生活に直結する社会保障経費についての恒久的な歳出削減を行わないこと。

　(２)　三位一体改革以降、2,000億円程度減額された人口10万人未満市町村に対する段階補正と条件不利地域の市町村に対する人口急減補正を完全に復元すること。

2.　地方公務員の総人件費抑制政策の見直し

　(１)　地方自治体における行政サービス水準の向上と人的資源の確保のため、旧政権の地方公務員の総人件費（定員・給与）抑制政策を転換すること。転換に当たっては臨時・非常勤等職員の人件費の考え方を明らかにすること。

　(２)　技能労務職員と企業職員の給与について、憲法・法律で保障された労使交渉で決定する権利を尊重し、民間給与との単純比較に基づく抑制を行わないこと。

3.　社会保障政策の拡充

　(１)　地域医療の崩壊を防ぎ、誰もがどこでも良い医療を受けられる体制づくりのため、公立病院に対する地方交付税の財政措置の拡大や医師・看護師の確保対策を充実すること。

　(２)　子育て支援の強化にむけて、安心こども基金の充実と適用の拡大を行うとともに、保育所運営費の改善や放課後児童クラブの設置促進を進めること。

以　　上　　
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